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（単位：百万円）

平成21年度 平成20年度

2,278,836 2,254,250 24,586 101.1% 100.0% 100.0%

県税 968,000 1,360,000 △ 392,000 71.2% 42.5% 60.3%

地方消費税清算金 155,096 139,173 15,923 111.4% 6.9% 6.2%

地方譲与税 30,203 2,249 27,954 1343.0% 1.3% 0.1%

地方特例交付金 13,700 21,400 △ 7,700 64.0% 0.6% 0.9%

地方交付税 35,000 0 35,000 皆増 1.5% 0.0%

交通安全対策特別交付金 2,600 2,400 200 108.3% 0.1% 0.1%

繰入金(財政調整基金取崩) 50,100 0 50,100 皆増 2.2% 0.0%

繰越金 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0%

計 1,254,699 1,525,222 △ 270,523 82.3% 55.1% 67.7%

国庫支出金 186,312 186,819 △ 507 99.7% 8.2% 8.3%

県債 383,042 217,465 165,577 176.1% 16.8% 9.6%

使用料及び手数料 34,757 33,697 1,060 103.1% 1.5% 1.5%

繰入金(財政調整基金取崩除く) 167,924 29,322 138,602 572.7% 7.4% 1.3%

諸収入 236,898 246,042 △ 9,144 96.3% 10.4% 10.9%

その他 15,204 15,683 △ 479 96.9% 0.7% 0.8%

計 1,024,137 729,028 295,109 140.5% 44.9% 32.4%

特
定
財
源

平成21年度一般会計当初予算の状況　（歳入）

伸び率
構成比

総　　　　　　額

一
般
財
源

区　　　　分
平成21年度
  当初予算

平成20年度
  当初予算

比較増減

１



２

（単位：百万円）

平成21年度 平成20年度

2,278,836 2,254,250 24,586 101.1% 100.0% 100.0%

人 件 費 734,233 772,159 △ 37,926 95.1% 32.2% 34.3%

扶 助 費 178,846 177,009 1,837 101.0% 7.8% 7.9%

公 債 費 274,072 264,695 9,377 103.5% 12.0% 11.7%

計 1,187,151 1,213,863 △ 26,712 97.8% 52.1% 53.8%

公 共 事 業 169,110 152,839 16,271 110.6% 7.4% 6.8%

単 独 事 業 90,603 152,276 △ 61,673 59.5% 4.0% 6.8%

小　計 259,713 305,115 △ 45,402 85.1% 11.4% 13.4%

災 害 復 旧 事 業 1,118 1,067 51 104.8% 0.0% 0.0%

計 260,831 306,182 △ 45,351 85.2% 11.4% 13.6%

830,854 734,205 96,649 113.2% 36.5% 32.6%

平成21年度一般会計当初予算の状況　（歳出）

区　　分
平成21年度
当初予算

平成20年度
当初予算

比較増減 伸び率
構成比

総　     　額

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

その他の経費



（単位：百万円）

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

2,303,352 2,339,823 2,376,182 2,376,210 2,392,799 2,434,476 2,203,761 2,315,405 2,325,347 2,404,843

うち県債
（借換債除き）

282,616 257,017 278,795 355,821 368,606 337,734 240,848 240,372 248,198 364,062

2,309,272 2,332,992 2,370,171 2,370,235 2,380,455 2,430,302 2,198,393 2,309,112 2,315,502 2,392,783

うち公債費
（借換債除き）

211,322 222,407 238,575 245,763 242,830 255,776 256,245 309,229 274,313 297,670

△ 5,920 6,831 6,011 5,975 12,344 4,174 5,368 6,293 9,845 12,060

△ 9,138 2,847 1,963 1,425 2,916 2,607 3,843 4,302 8,041 7,649

（単位：百万円）

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

922 15,418 17,131 19,637 24,290 12,922 12,277 10,956 14,422 17,063

△ 9,553 1,708 1,292 1,049 1,806 1,350 726 5,123 9,104 8,925

一般会計　決算収支の推移

区　　　　分

歳　　　　入

歳　　　　出

形式収支
（歳入－歳出）

実　質　収　支

形式収支
（歳入－歳出）

実　質　収　支

普通会計　決算収支の推移

区　　　　分

３



４

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分 歳入 歳出 形式収支 実質収支 会　計　の　概　要

公 債 管 理 548,925 548,925 0 0 一般会計において発行した県債に係る公債費の経理

証 紙 48,054 47,787 267 267 手数料や自動車税の納付に用いる証紙の売りさばき代金に関する経理

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 657 79 578 578 母子家庭等に対しての各種資金の貸付

中 小 企 業 近 代 化 資 金 10,081 8,185 1,896 1,896 中小企業者等に対しての設備資金等の貸付

農 業 改 良 資 金 1,789 879 910 910 農業者等に対しての技術の導入等に必要な資金の貸付

県 有 林 野 1,034 785 249 249 県有林野の経営に関する経理

林 業 改 善 資 金 220 19 201 201 林業従事者等に対しての林業経営の改善等に必要な資金の貸付

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 191 49 142 142 沿岸漁業者に対しての漁業生産技術改善等に必要な資金の貸付

港 湾 整 備 事 業 1,974 1,612 362 362 県の管理する港湾における港湾施設の整備事業及び管理運営の経理

流 域 下 水 道 事 業 61,057 55,071 5,986 4,770 県が行う流域下水道の建設事業及び維持管理の経理

県 営 住 宅 管 理 事 業 23,371 22,466 905 905 県営住宅の維持管理や住宅環境の整備などの事業

印 刷 事 業 582 312 270 270 議案等の印刷事業の経理

合　計（１２会計） 697,935 686,169 11,766 10,550

平成20年度　特別会計決算の状況



単位：百万円

流動資産 固定資産 その他 資産合計 流動負債 固定負債 その他 負債合計 資本金
剰余金・
準備金

欠損金 資本合計

県立病院事業 6,505 47,093 823 54,421 3,278 3,278 71,961 16,118 36,936 51,143 54,421

水道事業 24,109 545,280 569,389 4,170 117,844 122,014 274,224 173,151 447,375 569,389

工業用水道事業 11,068 310,140 321,208 3,480 70,067 73,547 142,145 105,516 247,661 321,208

内陸用地造成事業 48,874 1,113 69,428 119,415 29,623 57,846 87,469 20,493 11,453 31,946 119,415

臨海用地造成事業 30,353 4,775 141,379 176,507 1,376 125,567 126,943 33,385 16,178 49,563 176,506

単位：百万円

営業収益
①

営業費用
②

営業利益
③=①-②

営業外収
益④

営業外費
用⑤

経常利益
⑥=③+④-
⑤

県立病院事業 26,260 31,270 △ 5,010 4,429 1,512 △ 2,093 △ 2,093 △ 34,843 △ 36,936

水道事業 30,191 21,815 8,376 1,132 4,996 4,512 4,512 163 4,675

工業用水道事業 13,290 10,531 2,759 1,462 3,688 533 533 2,441 2,974

内陸用地造成事業 5,619 6,474 △ 855 264 236 △ 827 7,439 10,534 △ 3,922 12,645 8,723

臨海用地造成事業 1,722 1,547 175 505 1,024 △ 344 28,646 22,371 5,931 10,222 16,153

平成20年度　公営企業会計決算の状況

資本

当期損益
⑨=⑥+⑦
-⑧

前年度繰
越金⑩

当年度未
処理欠損
金⑨+⑩

事業名

事業名

損益計算書

経常損益
特別利益
⑦

特別損失
⑧

負債・資
本合計

貸借対照表

資産 負債

宅地造成資産

繰延勘定

５



６

（単位：百万円）

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

319,193 282,736 311,679 470,323 514,864 510,073 348,103 418,685 429,380 573,055 655,783

64,000 64,000 64,000 121,000 130,000 160,000 250,000 240,000 260,000 332,000 408,000

個別発行
20年債

- - - - - - - 20,000 20,000 50,000 50,000

個別発行
10年債

64,000 64,000 64,000 84,000 50,000 30,000 100,000 100,000 120,000 160,000 220,000

個別発行
５年債

0 0 0 20,000 20,000 40,000 60,000 30,000 40,000 40,000 60,000

共同発行
10年債

0 0 0 0 40,000 60,000 60,000 60,000 60,000 62,000 58,000

フレックス枠 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,000

あいち県民債
５年債

0 0 0 17,000 20,000 30,000 30,000 30,000 20,000 20,000 15,000

161,322 114,388 142,630 234,789 307,965 299,765 77,900 160,716 156,095 210,495 179,858

＊平成20年度までは決算額。平成21年度は当初予算額。（いずれも借換債を含む。当初予算額には繰越額を含まない。）。

＊平成19年度市場公募債のうち、200億円(5年債)は、20年4月発行。

＊平成20年度市場公募債のうち、200億円(10年債)、20億円(共同発行債)は、21年4月発行。

うち銀行引受債

愛知県市場公募債発行額の推移

区　分

発行額

うち市場公募債



銀行等（９） 総合証券会社（１６）

三菱東京ＵＦＪ銀行 野村證券 岡三証券

みずほコーポレート銀行 大和証券ＳＭＢＣ 丸三証券

みずほ銀行 日興コーディアル証券 コスモ証券

三井住友銀行 三菱ＵＦＪ証券 Ｊ．Ｐ．モルガン証券

新生銀行 みずほ証券 バークレイズ・キャピタル証券

名古屋銀行 みずほインベスターズ証券 ゴールドマン・サックス証券

愛知銀行 東海東京証券 しんきん証券

中京銀行 ＳＭＢＣフレンド証券 モルガン・スタンレー証券

愛知県信連

※シ団メンバーは、平成21年度10月1日現在

平成21年度愛知県市場公募債引受シンジケート団メンバー（２５社）

銀行団（９社） 証券団（１６社）

７



８

（単位：百万円、円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

305,184 299,135 282,108 242,999 223,007

239,658 233,061 216,318 179,873 162,173

0 0 0 0 0

65,526 66,074 65,790 63,126 60,834

43,210 42,093 39,480 33,817 30,894

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

年度末住基人口 7,062,762人 7,106,585人 7,145,614人 7,185,744人 7,218,350人

債務負担行為に係る翌年度以降支出予定額の推移

　債務保証又は損失補償に係るもの

　その他

県民一人あたりの額　（単位：円）
＜Ａ／年度末住基人口＞

区　分

翌年度以降支出予定額　Ａ

　物件の購入等に係るもの



（単位：百万円）

流動資産 3,935 3,293 805 120 283 208
固定資産 20,911 23,729 1,055 46,358 8,625 220
その他 － － － － － －
資産合計 24,846 27,022 1,860 46,477 8,908 428
流動負債 3,163 445 789 140 24 194
固定負債 21,291 26,595 389 46,275 415 131
その他 － － － － － －
負債合計 24,454 27,040 1,178 46,415 439 325

392 △ 18 682 63 8,469 103

流動資産 38 503 17 136 70 10
固定資産 514 1,019 188 6,127 2,050 1,585
その他 － - － － － －
資産合計 552 1,523 205 6,263 2,120 1,595
流動負債 38 176 8 33 42 3
固定負債 18 320 31 163 46 4
その他 － － － － － －
負債合計 56 496 39 196 88 7

496 1,027 166 6,067 2,032 1,588

流動資産 36 24 788 12 1,367 3,380
固定資産 1,947 2,873 6,503 138 27,058 21,344
その他 － － － － － －
資産合計 1,983 2,897 7,291 150 28,425 24,724
流動負債 34 15 761 12 1,532 719
固定負債 930 － － 38 4,826 20,418
その他 － － － － － －
負債合計 964 15 761 50 6,358 21,137

1,019 2,882 6,529 100 22,067 3,587

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

平成20年度　主な出資法人の決算状況

区　　分
社団法人

愛知県農林公社
財団法人

あいち産業振興機構
財団法人愛知県教育
・スポーツ振興財団

財団法人愛知県
私学振興事業財団

財団法人愛知県
水産業振興基金

財団法人
愛知公園協会

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

資本金or正味財産

区　　分
財団法人愛知県
国際交流協会

財団法人
愛知県体育協会

財団法人愛知県
農業振興基金

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

正味財産

区　　分
財団法人

魚アラ処理公社
財団法人愛知県
林業振興基金

(独)愛知県
公立大学法人

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

正味財産

財団法人愛知臨海
環境整備センター

財団法人愛知県健康
づくり振興事業団

財団法人
科学技術交流財団

財団法人あいち
男女共同参画財団

財団法人愛知県
文化振興事業団

財団法人暴力追放
愛知県民会議

９



１０

（単位：百万円）

主な事業内容
愛知環状鉄道の
建設・運営

上飯田連絡線の
建設・管理

中部国際空港連絡鉄道
の建設・管理

東部丘陵線の
建設・運営

県営名古屋空港の
運営・管理

資 本 金 総 額 9,475 14,028 8,800 2,324 210
愛 知 県 出 資 比率 40.3% 34.4% 32.7% 55.7% 30.0%
資 産 14,606 38,153 26,070 25,969 13,919
負 債 4,974 25,663 19,571 24,025 4,887
資 本 9,632 12,490 6,500 1,944 9,032
経 常 収 益 3,634 1,600 1,395 1,094 1,542
経 常 費 用 3,563 1,688 1,774 3,174 1,652
当 期 利益 ( 損 失 ） 233 △ 88 △ 381 △ 2,374 △ 32

（単位：百万円）

主な事業内容
と畜場等の
建設・運営

中京競馬場の
建設・運営

衣浦臨海鉄道の
建設・運営

ラグ－ナ蒲郡の
建設・運営

資 本 金 総 額 4,839 414 3,769 13,247
愛 知 県 出 資 比率 39.4% 27.8% 39.3% 32.3%
資 産 4,914 38,198 1,586 24,981
負 債 92 363 111 31,863
資 本 4,822 37,835 1,474 △ 6,882
経 常 収 益 1,084 5,191 404 7,026
経 常 費 用 1,055 1,593 348 6,878
当 期 利益 ( 損 失 ） 19 1,279 27 153
＊当期利益の△は当期損失を示す。

＊本表における商法法人とは、県が資本金、基本金等の２５％以上を出資し、かつ、県が単独で最大の出資者である法人

平成20年度　主な出資法人の決算状況（商法法人）

愛知環状鉄道（株） 上飯田連絡線（株）
中部国際空港
連絡鉄道（株）

愛知高速交通（株）
名古屋空港

ビルディング（株）

蒲郡海洋開発（株）
東三河食肉流通
センター（株）

名古屋競馬（株） 衣浦臨海鉄道（株） 租税及び減価償却費
約22.3億円
利用人員
⑱5,014→⑳6,017千人

18.10月  129億円増資
中期経営計画実施中
(2005～2015)

県等貸付
金39.89億
円をDESに
より増資
67.90億円
を減資



○ 普通会計のバランスシート （単位：百万円）

平成19年度末 平成18年度末 差引 増減率

有形固定資産 5,279,051 5,267,891 11,160 100.2%

投資等 921,885 904,766 17,119 101.9%

流動資産 121,662 58,032 63,630 209.6%

資産合計 Ａ 6,322,598 6,230,689 91,909 101.5%

固定負債 4,290,892 4,289,517 1,375 100.0%

流動負債 208,699 227,384 △ 18,685 91.8%

負債合計 4,499,591 4,516,901 △ 17,310 99.6%

国庫支出金 1,306,790 1,306,627 163 100.0%

一般財源等 516,217 407,162 109,055 126.8%

正味資産合計 Ｂ 1,823,007 1,713,789 109,218 106.4%

指
標
正味資産構成比率 Ｂ／Ａ 28.8% 27.5% 1.3% －

○ 愛知県全体のバランスシート （単位：百万円）

平成19年度末 平成18年度末 差引 増減率

有形固定資産 6,453,610 6,432,958 20,652 100.3%

投資等 1,040,889 1,035,392 5,497 100.5%

流動資産 228,847 156,593 72,254 146.1%

繰延勘定 924 1,106 △ 182 83.5%

資産合計 Ｃ 7,724,270 7,626,049 98,221 101.3%

固定負債 4,883,388 4,898,719 △ 15,331 99.7%

流動負債 246,374 265,179 △ 18,805 92.9%

負債合計 5,129,762 5,163,898 △ 34,136 99.3%

国庫支出金 1,822,324 1,812,223 10,101 100.6%

一般財源等 772,184 649,927 122,257 118.8%

正味資産合計 Ｄ 2,594,508 2,462,150 132,358 105.4%

指
標
正味資産構成比率 Ｄ／Ｃ 33.6% 32.3% 1.3% －

愛知県のバランスシート

区　　分

資
産

負
債

正
味
資
産

正
味
資
産

区　　分

資
産

負
債
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１２

○ 愛知県の連結バランスシート （単位：百万円）

平成19年度末 平成18年度末 差引 増減率

有形固定資産 7,903,115 7,841,742 61,373 100.8%

投資等 840,250 866,983 △ 26,733 96.9%

流動資産 437,561 379,474 58,087 115.3%

繰延勘定 1,822 2,092 △ 270 87.1%

資産合計 Ｃ 9,182,748 9,090,291 92,457 101.0%

固定負債 6,054,945 6,069,376 △ 14,431 99.8%

流動負債 356,043 382,453 △ 26,410 93.1%

負債合計 6,410,988 6,451,829 △ 40,841 99.4%

国庫支出金 1,822,324 1,812,223 10,101 100.6%

他団体及び民間出資分 64,825 65,789 △ 964 98.5%

一般財源等 884,611 760,450 124,161 116.3%

正味資産合計 Ｄ 2,771,760 2,638,462 133,298 105.1%

指
標
正味資産構成比率 Ｄ／Ｃ 30.2% 29.0% 1.2% －

連結バランスシート対象団体及び会計数

(1)愛知県普通会計

(2)愛知県公営企業会計(7)

　県立病院事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計、内陸用地造成事業会計、臨海用地造成事業会計、港湾整備事業特別会計、

　流域下水道事業特別会計

(3)一部事務組合(3)

　名古屋港管理組合、愛知県競馬組合、名古屋競輪組合

(4)地方三公社(4)

　愛知県土地開発公社、愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、愛知県住宅供給公社

(5)独立行政法人(1)

愛知県公立大学法人

(6)出資法人(18年度36,19年度34)

　愛知県の出資比率が1/4以上の民法法人及び商法法人

18→19年度減少内訳(2団体)

　　(社団法人愛知県肉用牛価格安定基金協会、社団法人愛知県畜産協会の出資比率が25%を下回ったため。)

正
味
資
産

愛知県のバランスシート

区　　分

資
産

負
債



行政コスト （単位：百万円）

平成19年度 平成18年度 差引 増減率

行 人にかかるコスト 720,558 859,939 △ 139,381 83.8%

政 物にかかるコスト 285,809 286,716 △ 907 99.7%

コ 移転支出的なコスト 541,137 523,243 17,894 103.4%

ス その他のコスト 68,960 71,585 △ 2,625 96.3%

ト 計 Ａ 1,616,464 1,741,483 △ 125,019 92.8%

収入項目

平成19年度 平成18年度 差引 増減率

使用料・手数料等 97,868 106,752 △ 8,884 91.7%

国庫支出金 133,756 134,317 △ 561 99.6%

一般財源 1,442,624 1,417,455 25,169 101.8%

計 Ｂ 1,674,248 1,658,524 15,724 100.9%

正味資産国庫支出金償却額 Ｃ 51,271 51,373 △ 102 99.8%

期首一般財源等 407,162 438,748 △ 31,586 92.8%

差引一般財源増減額 Ｂ－Ａ＋Ｃ 109,055 △ 31,586 140,641 -345.3%

期末一般財源等 516,217 407,162 109,055 126.8%

入

普通会計行政コスト計算書

区　　分

区　　分

収
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財政中期試算（平成 21 年度当初予算ベース）について 

○  かつてない危機的な財政状況の下で、平成21年度当初予算をベースに平成22年度

から平成 24 年度までの 3年間を対象に、中期的な財政の収支見通しを試算しました。 

○  試算にあたっては、前回の試算（平成 20 年度当初予算ベース）を踏まえるとともに、現

時点で見込むことができる条件を前提に機械的に算定したものです。 

 

【試算結果の分析】 

○  歳入歳出差引の収支のかい離は、平成 21 年度に大幅に減少した県税収入の早期の

回復が見込めないことから、平成 22 年度以降、2,500 億円を超える水準で推移します。 

○ これに行革効果額を加味した収支不足額については、交付税を始めとした国による財

源措置のほか、特例的な県債等による臨時の財源対策とさらなる歳出削減努力等で、対

応せざるを得ません。「あいち行革大綱 2005」や新しい行革大綱に基づき、引き続き行財

政改革の取組を進め、臨時の財源対策をできる限り抑制していく必要があります。 

 

平成１７年２月財政中期 

試算公表時に掲げた目標 
今回の試算による見通し 

1 財政再建団体転落（約 600 億円を超える

赤字）を阻止するとともに、赤字に陥らない

財政運営を行う。 

24 年度まで赤字に陥らない財政運営を行うた

めには、臨時の財源対策を最大限活用せざるを

得ない大変厳しい見通しである。 

 

2 22 年度においてプライマリーバランスの

黒字化を目指す。 

 

20 年度当初予算においては、2 年前倒しで黒

字化を達成したが、21 年度以降は、景気後退に

よる県税収入の減少により、プライマリーバランス

は大幅な赤字が避けられない見通しである。 

(プライマリーバランス) 

20 年度:     218 億円 

21 年度:  △1,359 億円 

22 年度:  △2,190 億円（見込み） 

23 年度:  △2,234 億円（見込み） 

24 年度:  △2,052 億円（見込み） 

 

3 22 年度には臨時の財源対策を 16 年度

（649 億円）の半分程度に圧縮し、目に見

える形で財政健全化に道筋をつける。 

21 年度に大幅に減少した県税収入の早期の

回復が見込めないことに加え、法人事業税の一

部国税化の影響が平年度化し、平成 22 年度以

降においても、臨時の財源対策に大きく頼らざ

るを得ない見通しである。 

※ プライマリーバランスの黒字化 

「県債を除く歳入＞公債費（元利償還金・公債諸費）を除く

歳出」となることであり、行政サービスを借金に頼らない範

囲で実施している状態をいう。家計で例えると、生活費など

の出費を借金せずに収入でまかなえる状態を表す。 

21 年度当初予算 (単位 億円) 

歳入合計 22,788-県債 3,830-基金繰入運用 247 

          ＝18,711 

歳出合計 22,788-(公債費 2,741 - 一時借入金利子 23) 

＝20,070 

                 18,711-20,070＝△1,359 

平成 21 年 2 月 19 日（木） 

総務部財政課 財政グループ

担 当：長谷川・伊藤 

内 線：2160・2154 

ダイヤルイン：052-954-6043 
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【試算の前提】 

県   税 

○「経済財政の中長期方針と 10 年展望」で試算された名目成長率のう

ち「世界経済順調回復」の場合で試算された伸び率の平均値を採用

税収には、一年遅れで反映（H22:0.1％ H23:1.7%  H24:2.3%） 

○あいち森と緑づくり税については、平成 22 年度以降 22 億円と見込

む（平成 21 年度当初予算 17 億円） 

地方法人 

特別譲与税 
○県税と連動 

地方交付税 ○税収動向などにより、21 年度以降、交付団体と見込む 

県   債 

○臨時財政対策債は、21 年度と同額程度を見込む 

○退職手当債は、21 年度と同額程度を見込む 

○国税化資金手当債は、21 年度と同額程度を見込む 

○投資的経費に係る県債は、歳出と連動 

歳
入 

そ の 他 

(※１) 

○義務教育費及び扶助費に係る国庫支出金については、歳出と連動 

○財政調整基金・減債基金からの繰入金、国際交流事業推進基金始め

５基金からの繰入運用は、22 年度以降見込まない 

○その他は、原則として 21 年度と同程度を見込む 

人 件 費 

○退職手当は、退職者数の見込みに基づき積算 

○退職手当を除く人件費は、21 年度（給与抑制前）と同程度を見込む

 なお、地域手当は、22 年度以降 6.5％と見込む 

○児童生徒の増に伴う教職員の増を見込む 

扶 助 費 ○伸率 3.0％（17 年度から 21 年度までの 5か年平均） 

公 債 費 

○既に発行した県債の償還費に加え、この試算で今後発行する予定の

県債の償還費を積み上げ 

○21 年度以降に発行する県債の利率は、20 年度における実勢金利を踏

まえ設定   

政府資金(15 年債)：2.0%  20 年債：2.5% 

 10 年債：2.0％           5 年債：1.5%       

県税交付金 ○県税と連動 

投資的経費 ○22 年度以降、大規模事業による事業費を見込む 

歳
出 

そ の 他 

（※２） 

○22 年度以降、県税過誤納還付金及び還付加算金は 20 年度ベースと

見込む 

○その他は、原則として 21 年度と同程度を見込む 

※１‥‥特別交付金、地方特例交付金、地方消費税清算金収入、地方譲与税（地方法人特別譲与

税を除く）、国庫支出金、諸収入、その他 

※２‥‥単独補助金、貸付金、繰出金、地方消費税清算金支出、その他

1
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財政中期試算

（単位：億円）
２０年度
当初予算

２１年度
当初予算

２２年度 ２３年度 ２４年度

- (502) (930) (950) (970)

13,600 9,680 9,240 9,390 9,610

- (△ 221) (△ 320) (△ 330) (△ 340)

- 281 610 620 630

(560) (1,720) (2,000) (1,980) (1,940)

0 350 630 610 570

2,175 3,830 2,810 2,910 2,790

6,768 8,647 6,650 6,590 6,600

22,543 22,788 19,940 20,120 20,200

7,722 7,342 7,500 7,520 7,570

851 837 780 760 770

1,770 1,789 1,840 1,900 1,950

2,647 2,741 3,090 3,210 3,420

1,525 1,385 1,390 1,410 1,440

3,062 2,608 2,620 2,730 2,620

5,817 6,923 6,000 5,910 5,910

22,543 22,788 22,440 22,680 22,910

△ 2,500 △ 2,560 △ 2,710

60 60 60

△ 2,440 △ 2,500 △ 2,650

地方法人特別譲与税

公 債 費

そ の 他

あいち行革大綱2005の
歳出削減効果額　④　※1

（臨時財政対策債を含む）

地 方 交 付 税

  ※1　あいち行革大綱2005の歳出削減効果額④は、21年度効果額が21年度歳出に反映済みのため、22年度
　　  以降の上積み分を計上している。なお、自主財源の確保による歳入増加分は、上記歳入に反映させている。
  ※2 行革歳出削減効果を加味した場合の歳入歳出差引③＋④における収支不足は、各年度において臨時の
　　  財源対策と歳出削減努力等で解消を図る。

歳
入

行革歳出削減効果を加味した
場合　　　　　⑤＝ ③＋④　※2

( 一 部 国 税 化 影 響 額 ）

そ の 他

区　　　分

人 件 費

県 税

歳 入 合 計 ①

県 債

(法人事業税一部国税化額）

歳入歳出差引
③＝①－②

歳 出 合 計 ②

歳
出

う ち 退 職 手 当

扶 助 費

県 税 交 付 金

投 資 的 経 費

1
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前回（20年2月）財政中期試算

（単位：億円）
１９年度
当初予算

２０年度
当初予算

２１年度 ２２年度 ２３年度

13,116 13,600 13,550 13,500 13,670

- - △ 220 △ 430 △ 430

0 0 0 0 0

2,294 2,175 2,180 2,180 2,180

6,640 6,521 6,540 6,410 6,420

22,050 22,296 22,270 22,090 22,270

7,699 7,722 7,750 7,740 7,740

786 851 850 810 780

1,696 1,770 1,820 1,880 1,930

2,542 2,647 2,790 2,730 2,800

1,546 1,525 1,560 1,600 1,630

3,062 3,062 3,060 3,060 3,060

5,905 5,817 5,840 5,850 5,860

22,450 22,543 22,820 22,860 23,020

△ 400 △ 247 △ 550 △ 770 △ 750

60 120 120

△ 490 △ 650 △ 630

△ 270 △ 220 △ 200
法人事業税の一部国税化の影
響を除いた場合　⑤-影響額

※1　あいち行革大綱2005の歳出削減効果額④は、20年度効果額が20年度歳出に反映済みのため、21年
    度以降の上積み分を計上している。なお、自主財源の確保による歳入増加分は、上記歳入に反映させて
　　いる。
※2 行革歳出削減効果を加味した場合の歳入歳出差引③＋④における収支不足は、各年度において臨時
　　の財源対策と歳出削減努力等で解消を図る。

そ の 他

歳 入 合 計 ①

投 資 的 経 費

そ の 他

歳 出 合 計 ②

区　　　分

歳
入

県 税

地 方 交 付 税

県 債

うち
法人事業税の一部国
税化による影響額

扶 助 費
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